
 

 

 

■実施状況                                                  ＜令和８年８月時点＞ 

 令和７年度補正予算 令和８年度補正予算 

交付限度額 2 億 6043 万円     1070 万円     

うち令和７年度 交付決定額 1 億 8521 万円（71%） ―円（―%） 

うち令和８年度 交付決定額 7523 万円（29%） 1070 万円（100%） 

残額 0 円（0%） 0 円（0%） 
 
■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆生活者支援商品券配布事業  事業費：２億３０６万円（R7 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰の影響を受ける町民への生活支援を通し、地域経済の活性化を図るため、町内で使用できる商品券を町民１人あたり７，０００円分配布する。 

◆ごみ袋無償配布事業  事業費：１，５９９万円（R7 補正を活用） 

 物価高騰による各家庭の経済的負担を軽減するため、町内全世帯に町指定ごみ袋（可燃ごみ用大１０枚・プラスチック容器包装用大１０枚・可燃ごみ用

小１０枚）を無償配布する。 

◆長寿お祝い商品券発行事業  事業費：５７７万円（R7 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰で影響を受ける高齢者に対して、外出機会の創出と地域経済の活性化に資することを目的として、長寿祝い商品券を支給する。 

◆小中学校給食費無償化事業  事業費：１億１，０００万円（R7&R8 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰の影響を受ける子育て世帯の生活を支援するため、町内小中学校に通う児童・生徒の給食費（令和８年４月～令和９年３月分）を無償化する。 

◆水道基本料金免除事業  事業費：３，５００万円（R7&R8 補正を活用） 

長引く物価高騰や４月以降の中東情勢の影響による燃料費等の高騰を踏まえ、町民及び町内企業等の負担軽減を図るため、上水道の基本料金を３カ月間

（１０月～１２月検針分）免除する。 

 
 

事業者支援 

◆環境保全活動支援金交付事業  事業費：１，６５０万円（R7 補正を活用） 

 物価高騰の影響を受ける農業者への支援のため、農業者が加入する土地改良区の電気料金の高騰部分に対して補助を行い、農業者が負担する土地改良区賦課金

の増加を抑制する。 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定 
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